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成果の概要 ／ 渡邊純子 

 

本研究では、1990 年代から 2000 年代に至る世紀転換期に生じた日本の経済政策の変化

を 「産業再生政策」に焦点をあてて分析した。 

産業再生政策とは、バブル崩壊後、経営不振に陥った日本企業の経営再建に関与した官民

ファンド「産業再生機構」、「産業革新機構」などに代表される経済産業省の産業政策の一つ

であるが、その政策体系は関連法の制定や独占禁止法改正を含め広範囲に及ぶ。 

産業再生政策は、通産省から経産省への省庁再編後、2000 年代に確立したが、その系譜

は通産省時代からの産業育成政策や衰退産業に対する産業調整援助政策に遡る。戦後を通

じて通産省の諸政策を形成してきた政策思想は、1990 年代から 2000 年代初頭を画期とし

て変容し、そのことが産業・企業、さらには労働などの雇用問題にも影響を与えている。戦

後日本の経済・社会・政治の地殻変動にもつながる、この変化のプロセスと歴史的意義を経

済史的な視点から明らかにすることが本研究の目的である。  

本研究プロジェクトでは期間が 1 年に限られていることから、主として、関係者へのヒ

アリングや基礎データの収集・整理、論点や今後の方向性の整理などを目標とした。また、

対象時期としては、1990年代初頭までの産業調整政策から、1990年代の産業再生政策に転

換していく時期を中心に分析した。 

研究の実施過程では、経産省の政策担当者及び企業関係者へのヒアリングを行い、政策形

成過程及び企業のリストラクチャリングに関わる重要な知見を得た。また、国内各地で資料

収集を行い、産業再生に関わる政策・企業・地域経済の実態把握に努めた。詳細は下記の通

りである。 

 

（１）文献の収集・整理・分析 

産業再生政策を構成する政策体系について整理・分析した。産業再生政策とは、 産業再

生機構（2003～2007年）の設立・運営、産業革新機構（2009年～）の設立・運営、独 占

禁止法改正、その他関連法の制定や改正など一連の諸政策を指すが、これらが体系的に明ら

かにされているとは言えない。本研究では、『日本経済新聞』等のデータベースのほか、様々

な文献を収集し、これらの整理・分析を行った。 その成果は、別途、ディスカッション・

ペーパー及び論文としてまとめる予定である。 

 

（２）関係者へのヒアリングの実施 

産業再生政策の政策形成過程及び政策効果等について分析するために、経産省の政策当

局者等へのヒアリングを行った。これらのヒアリングからは、法制度上の問題を含め、文献

だけからはわからない様々な知見が得られた。 

一方で、財界関係者や企業関係者へのヒアリングも行った。 2001～06年の 小泉政権期

以降、政策決定過程が「官邸主導」型に転換し、産業再生政策の主導権も経産省から「官邸
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主導」に移った感があり、その「官邸主導」には財界が関与している。政府・財界の政策決

定プロセスに関して、ヒアリングを通じて様々な知見や示唆が得られた。 

企業関係者については、総合化学メーカー及び電機メーカーのヒアリングを行い、1990

年代から 2000年代にかけてのリストラクチャリングや企業再生等について、企業側の対応

を調査・研究した。 

 

（３）研究上のネットワークの形成 

 以上のような個人レベルでの研究を遂行する過程で、国内外の研究者・エコノミストや元

官僚の方々とも議論し、問題意識を共有する機会に恵まれた。そのうち一部の方々とは、共

著書の英文書籍を取りまとめ、出版する予定である。 

 

（４）その他 

 産業調整に関わる産業・企業の分析の一つとして、金属鉱山関係企業の歴史分析を行った。 

 

 本研究を通じて得られた情報や知見は、今後さらに多くの関係者・企業のヒアリング、資

料収集及び現地調査等を重ねることによって、体系化された歴史分析に発展させる予定で

ある。産業再生のほか金融再生の領域にも対象を広げることによって、より深く問題に迫り、

世紀転換期の産業再生政策に関する研究としてまとめたい。 

 

 

 


